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インクルーシブ社会デザイン視点の地方創生ビジネスモデル

はじめに
地域活性化は地理的な場において価値創造を行い経済活動や社会活動などの成果を増大す

る、国あるいは社会にとって重要な政策目標のひとつである。特に近年、地方は若年層の人

口流出により人口減少に拍車がかかっている。そのため地域活性化が国の重要な社会課題と

なり、政府も対策に追われている。

地域活性化政策は近年の各政権において掲げられており、それぞれの政策の内容も様々で

あり、実行した効果の程度も様々である。本稿ではそれらの政策を分析するのではなく、地

域活性化という社会課題に取り組む一つの切り口として、2024 年度に設置された青山学院

大学総合研究所一般研究 B ユニット「文化・芸術・スポーツ・学びとインクルーシブ社会

デザインによる地域創生（未来地域創生）」のプロジェクト実施フレームワーク（図 1）を

理論的に整備することを目的とし、プラットフォームによる価値創造を地方創生に活用する

高松（2020）の先行研究を補完する。

図 1　「未来地域創生」研究フレームワーク

出所：筆者作成

1．社会課題としての地域活性化
1.1　地域の衰退を招く人口減少

日本の人口は減少傾向にあり、2016 年 10 月の約 1 億 2704 万人という数字が 2025 年には

約 1 億 2322 万人になっている（総務省統計局 , 2025）。特にコロナ禍以後少子化が進み、出

生数は 2017 年の 100 万人割れからわずか 8 年で 70 万人となっている。ただし、人口減少の

影響は全国一律ではない。大都市圏、特に東京都では人口流入により影響が緩和される一方

で、地方では若年層流出により、高齢化が一気に進み、学校、医療、公共交通、商業施設な

どの生活基盤の維持が困難になりつつある。少子化による自然減に加えて、都市部に若年層

が流出する社会減により、現在、多くの地方自治体で 65 歳以上が 40 ～ 50％を超え、15 歳
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から 64 歳までの生産年齢人口が減少している。

増田（2014）は若年女性や若年労働力が流出すれば、出生数の減少、地域企業の人材不足、

地域活動の担い手不足が同時に生じることから、2040 年までの 30 年間で 20 ～ 39 歳の若年

女性人口が 50% 以上減少する自治体を消滅可能性都市と呼び、2040 年には全国 1,800 市区

町村のうち、896 が消滅可能性都市になると試算した。人口戦略会議（2024）は同様に 2050

年まで 30 年間で 744 自治体が消滅可能性自治体になると試算し、外国人の流入が影響を緩

和したと分析している。国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（令

和 5 年推計）」は、2020 年国勢調査を基準に、2050 年までの都道府県別・市区町村別人口を

推計し、2050 年の総人口が 2020 年の半数未満となる市区町村が約 20％に達するとしてい

る（国立社会保障・人口問題研究所 , 2023）。

人口の減少は、地域経済の縮小に直結する。人口は市場規模であり、労働力であり、地域

文化を継承する担い手でもある。人口が減ると、店舗や公共交通の利用者が減少し、サービ

ス撤退が生活利便性を低下させる。生活利便性の低下は、さらに若年層や子育て世帯の転出

を促し、負の循環を形成する。地方衰退は、人口減少の結果であると同時に、将来の人口減

少をさらに促す原因でもある。

地方創生には、企業誘致や移住促進だけでなく、地域内外の人材が継続的に関与できる仕

組み、デジタル技術によるサービス維持、地域資源を活用した産業創出、子育て世代が暮ら

し続けられる環境整備が求められる。

1.2　政府の地方創生政策

安倍政権は、2014 年 12 月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を公表し、2015 年

度からの 5 年間を対象期間とする「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、①地方における安定した雇用を創出する、②

地方への新しいひとの流れをつくる、③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、

④時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する、とい

う 4 つの基本目標を打ち出した（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 , 2014）。各

地方公共団体は、基本目標に付随する各種 KPI を前提に、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定することが努力義務とされ、国は情報支援、人材支援、財政支援を組み合わせ、自治

体の主体的な計画を後押しした。

2019 年 12 月には、2020 年度からの 5 年間を対象期間とする第 2 期「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」が策定されて、第 1 期の四つの基本目標と「情報・人材・財政」の三本の矢

を維持しつつ、⑤多様な人材の活躍を推進する、⑥新しい時代の流れを力にする、という横

断的な目標が追加された（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 , 2019）。前者は個
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人の力を伸ばすこと、ダイバーシティを活かすことであり、後者は Society5.0 や SDGs、関

係人口、地方への副業・兼業、サテライトオフィスなどのような社会環境の変化に積極的に

取り組むことである。

菅政権は、新型コロナウイルス感染症の流行に合わせて地方創生政策を変えた。2020 年

12 月に第 2 期総合戦略を改訂し、テレワーク、地方移住、ワーケーション、オンライン関

係人口などによる都市集中リスクの低減と分散型社会の形成を強調した（内閣官房まち・ひ

と・しごと創生本部事務局 , 2020）。

岸田政権は第 2 期総合戦略を抜本的に改訂し、2023 年度から 2027 年度までの 5 年間を対

象に、デジタルの力で地方の社会課題を解決し、都市の利便性と地方の豊かさを両立させる

「デジタル田園都市国家構想」を策定した（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事

務局 , 2022）。具体的にはデジタル基盤の整備、デジタル人材の育成、地方の産業 DX、医療・

教育・交通・防災等のサービス実装など、デジタル技術を地域サービスの基盤として実装す

ることで、人口減少下でも生活機能を維持することが重視された。

石破政権は地方創生を重視し、2025 年 6 月に「地方創生 2.0」を掲げた。これまでの 10

年を「地方創生 1.0」と位置づけ、その成果と反省を踏まえた今後 10 年間の新たな政策体系

を「令和の日本列島改造」として示したものである。好事例の普遍化が不十分であったこと、

若者・女性の流出に十分対応できなかったこと、地域の多様なステークホルダーを十分巻き

込めなかったことを踏まえて、人口減少を正面から受け止めた施策展開、若者や女性に選ば

れる地域づくり、異なる要素の連携による「新結合」、AI・デジタル・ドローン等の新技術

の徹底活用、都市と地方の共生、人材循環、広域リージョン連携などを掲げた（内閣官房新

しい地方経済・生活環境創生本部事務局 , 2025）。

このように、地方創生政策は、人口構造、産業構造、働き方、生活サービス、デジタル基

盤を横断する総合的な国土・社会政策へと変化してきたのである。

1.3　関係人口による地域活性化

人口減少と高齢化が進む地方圏では、地域活動、生活サービス、産業、文化行事を支える

担い手の不足が深刻化する。いかに地域への継続的な参加や地域課題解決への関与をする人

口を増やすかという点で注目されているのが「関係人口」である。関係人口は特定の地域に

継続的かつ多様な形で関わる人々を指す概念である（田中 , 2017）。地域に外部人材が継続

的に参加することで、地域内部だけでは不足する労働力、知識、ネットワークを補完できる。

関係人口は地域住民との信頼関係を基礎に社会課題解決や魅力向上に貢献し、内発的発展を

誘発する。

人の他地域との関わりには血縁、就学、就労、趣味、ライフイベントなど多様な経路があ
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る（杉本他 , 2020）。地域産品の継続購入、ワーケーション、副業、地域プロジェクトへの投

資など、地域への貢献を意識した長期的な経済関係により経済効果を生むことができる。ま

た関係人口の来訪が多い市町村ほど三大都市圏からの転入超過回数も多い傾向が確認されて

いる（国土交通省, 2021）。関係人口は地域との接点を通じて移住を促進する効果が期待できる。

一方で、関係人口は人口減少を単純に補填する政策ではなく、地域の外部に存在する人材・

資源と地域内部の主体を結び直す地方創生の仕組みである。外部人材の受け入れは調整コス

トを伴う。関係人口を増やすためには、地域外の人々への情報発信や誘引だけでは不十分で

あり、地域側の事業者・住民を巻き込んだ受け入れ体制、地域内外の主体をつなぐ中間支援

組織、さらに体験プログラムやファンクラブ等を通じた継続的な関係深化の仕組みを設計す

る必要がある（一般財団法人地方自治研究機構 , 2024）。量的拡大と同時に、関係の質、相

互性、継続性を高める制度設計が求められる。

1.4　プラットフォームによる地域活性化

日本の地方創生政策は、人口減少、産業基盤の縮小、公共サービスの維持困難という複合

的課題に対して、地域の内部資源だけでなく外部の人材、企業、技術、資金を組み合わせる

「関係人口」政策を展開するようになった。その政策において鍵となるのが「プラットフォー

ム」概念である。複数の主体が参加し、情報交換、マッチング、共創、取引を行う基盤がプ

ラットフォームであり、プラットフォームは補完者を引きつけ、ネットワーク効果を通じて

価値を増幅させる仕組みを持つ（Gawer & Cusumano, 2002; Parker et al., 2016）。地方創生

においても、自治体、住民、地域企業、大学、金融機関、NPO、都市部人材をつなぐ制度的・

社会的な場としてプラットフォームが機能する（高松 , 2020）。

例えば内閣府の地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム（https://future-city.go.jp/

platform/）は、地方自治体と民間企業・団体の交流を深め、地域課題とソリューションの

登録、マッチング支援、分科会活動を通じて官民連携による事業創出を目指す仕組みである。

プラットフォームが地方創生に有効な理由は、プラットフォームに情報の非対称性を下げ

る効果があるためである。地域には固有の資源や課題が存在するが、それらは外部から見え

にくい。一方で、都市部企業や専門人材は技術、販路、資金を持っていても、地域のことが

分からない。プラットフォームは、地域課題、地域資源、参加主体の能力を可視化すること

で、マッチングコストを引き下げる。

またプラットフォームは、参加主体の交流基盤整備によるコスト低減効果と参加主体の協

力による価値増大効果を持つ。例えば地域情報発信プラットフォームであれば、多様な参加

者が少ないコストで情報発信等を行い、協力して魅力的なコンテンツを作成することが可能

である。プラットフォームはネットワーク外部性効果が働くので、より多くの参加者が集う
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ことで、より大きな価値創造が実現する（高松 , 2022）。

ただし、プラットフォームには課題もある。多様な主体を単に集めるだけでなく、共通目

的、信頼形成、対話、合意形成、共同実行を支える制度設計が不可欠である（Ansell & 

Gash, 2008; 平野・ハギウ , 2010）。地域課題の定義、権限、費用負担、成果配分が曖昧な場合、

個々の参加者の貢献が少なくなり、成果が生まれない。地域の課題解決能力を継続的に高め

る社会的インフラとして設計することが求められる。

高松（2020）は地域活性化という社会課題に取り組むためのプラットフォームを検討し，

プラットフォームを構築しやすい環境作り，適切なプラットフォーム参加者の選択による価

値共創，プラットフォームをコントロールする人材の育成について取り上げた．本稿では地

方創生につながるプラットフォームを構築する枠組みとして、インクルーシブ社会デザイン

の視点で標準化したプログラムの構成要素を検討し考察する。

2．インクルーシブ社会デザインの視点
2.1　ダイバーシティとインクルージョン

関係人口の拡大やプラットフォームにおける多様な参加者による価値創造は、組織の成果

を高める手段として個々の多様性に着目したダイバーシティ・マネジメントの観点から検討

することができる。ダイバーシティ・マネジメントでは、性別、年齢、国籍、障害、雇用形

態、価値観、専門性などの違いを組織の知識、意思決定、革新、顧客理解へと結びつける。

SDGs や ESG 時代における社会的責任や法令順守に基づいて、個々の多様性の尊重は企業

の価値前提となりつつあるが、経営学的には多様な人材の多様な経験や視点を組織の資源と

して有効に活用する能力が、人材獲得、マーケティング、創造性、問題解決、組織柔軟性な

どを通じて競争力を高めることになる（Cox and Blake, 1991）。

ただし、多様性があれば競争力につながるわけではない。グループの異なる意見の存在は

適切に管理されれば探索範囲を広げ、革新的解決策を生み出すが、対立の原因にもなり得る

（van Knippenberg, De Dreu, and Homan, 2004）。したがって、多様な人を雇うことではなく、

多様な人が貢献できる制度と関係性を設計することがダイバーシティ・マネジメントである。

例えば Ely and Thomas（2001）は、組織全体の哲学として多様性を学習と成長の源泉とし

て位置づける組織ほど、メンバーの経験が業務改善や組織学習に結びつくことを示した。

ダイバーシティ・マネジメントが多様な人材を採用し、組織内の人材構成や差異に焦点を

当てることに重きを置く用語であるのに対し、多様な構成員が組織に受け入れられ、十分に

参加し、個々の構成員が能力を発揮することを妨げる障壁を除去し、自分らしい貢献を発揮

できる状態を意図的に設計することに重きを置く表現がインクルージョン・マネジメントで

ある（Roberson, 2006）。
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インクルージョンは、組織に受け入れられているという安心感としての「所属感」と、他

者と異なる知識、経験、視点を価値あるものとして表明できる「独自性」の二つの欲求が同

時に満たされる状態である（Shore et al., 2011）。インクルージョンにより、チームの心理

的安全性、すなわち失敗、異論、未完成のアイデアなどの対人リスクを取っても安全である

という共有された信念を高め、学習行動や成果を高めることができる（Edmondson, 1999）。

インクルージョン・マネジメントの課題としては、組織文化、構造、リーダー行動に統合

的に埋め込まれないと機能しないという点がある（Mor Barak, 2015）。また多様な意見を尊

重するほど意思決定に時間がかかる場合がある。そのため、参加の拡大と意思決定の明確化

を両立させるルールが必要である

2.2　インクルーシブ社会デザイン

インクルーシブデザインは、従来の開発過程から排除されてきた人々を早い段階から設計

に参加させ、その経験を新しい解決策の源泉とする（Clarkson et al., 2003; カセム他 , 2014）。

これを社会デザインに拡張した概念がインクルーシブ社会デザインである。インクルーシブ

社会デザインとは、障害、年齢、性別、国籍、所得、居住地、家族形態などの違いによって

人々が社会参加から排除されないよう、制度、空間、サービス、情報、組織のあり方を設計

し直す実践である。公共交通、教育、医療、行政手続、雇用、デジタルサービス、地域コミュ

ニティなど、人々の生活を支える社会の仕組み全体をデザインの対象とする。したがって、

インクルーシブ社会デザインは、社会の標準を多数派に合わせる発想から、多様な人々が最

初から参加できる社会を構想する発想への転換である。

インクルーシブ社会デザインの意義は、地域社会や組織の持続可能性を高めることである。

人口減少、高齢化、孤立、貧困、災害リスクが重なる社会では、標準的な住民像や労働者像

を前提にした制度設計では対応できない。多様な人が学び、働き、移動し、意思決定に参加

できる仕組みを整えることは、地域の担い手を増やし、社会的孤立を防ぎ、相互扶助の基盤を

広げる。社会的イノベーションのデザインは、市民が自らの生活環境を再構成する協働的な実

践であり、従来それを担ってきた専門家は市民をサポートする役割になる（Manzini, 2015）。

ただし、インクルーシブ社会デザインには課題がある。多様な人々のニーズは常に一致す

るとは限らない。静かな環境を求める人と交流の機会を求める人、迅速な手続を求める人と

丁寧な説明を求める人の間には調整が必要である。

インクルーシブ社会デザインで重要なのは、排除がどこで生じているかを具体的に発見し、

当事者と共に設計し、実施後も評価と改善を続ける循環を制度化することである。そのため

には、行政、企業、NPO、専門家、住民が対等に関与する協働の場、アクセシビリティを

標準化する技術的基盤、合理的配慮を支える法制度、そして参加の質を評価する指標が必要
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となる。インクルーシブ社会デザインは、社会の側を変革し、誰もが尊厳をもって参加でき

る公共性を再構築するための実践なのである。

2.3　顧客ライフサイクルマネジメント

関係人口が参画する地方創生プラットフォームでは、関係人口が継続的に価値形成過程に

参画する必要がある。価値は企業が一方的に製品へ埋め込むものではなく、顧客が自身の文

脈の中で利用する過程で実現されるという考え方がサービス・ドミナント・ロジックである

（Vargo & Lusch, 2004）。企業が顧客価値を最大化するためには、製品やサービスを販売す

る時点だけを管理対象にするのではなく、顧客が課題を認識し、情報を探索し、利用し、評

価し、再購買や推奨に至る一連の過程を統合的に設計する必要がある。この過程がカスタ

マー・ジャーニーであり、顧客経験は企業との多数の接点を通じて時間的に形成される

（Lemon & Verhoef, 2016）。したがって、顧客価値は取引時点で完結するのではなく、事前・

事中・事後の各段階で提供されるサービスの連鎖によって高められる（Aurich et al., 2006）。

顧客の価値形成過程に企業が継続的に関与するための仕組みが顧客ライフサイクルマネジメ

ントである。

事前サービスは、購買前の情報探索、課題診断、比較検討、期待形成を支援する活動であ

る。事前段階では、診断、コンサルティング、試用、シミュレーション、導入計画の作成な

どが顧客価値を高める。顧客は自らの課題を十分に言語化できない場合が多く、企業は、製

品仕様を説明するだけでなく、顧客が達成したい成果を理解し、適切な選択肢を提示するこ

とが求められる。

事中サービスは、購入、導入、利用の最中に顧客が価値を実感できるよう支援する活動で

ある。利用説明、操作支援、カスタマイズ、トラブル対応、担当者との対話などが含まれる。

顧客の期待と知覚されたサービス成果の差が満足や評価に影響する（Parasuraman et al., 

1985）。そのため事中段階では、企業が約束した価値提案を実際の使用場面で実現できるよう、

顧客接点の品質を管理する必要がある。

事後サービスは、利用後の評価、保守、改善提案、フィードバック収集、コミュニティ形

成などを通じて、顧客価値を継続的に高める活動である。事後段階は単なるアフターサービ

スではなく、顧客の経験を学習し、次の価値提案へ転換する機会である。事後サービスによ

り、企業は顧客の利用成果、未解決課題、潜在的ニーズを把握できる。これは顧客維持やロ

イヤルティだけでなく、新製品開発、サービス改善、口コミ形成にもつながる。

顧客価値最大化の本質は、顧客が望む成果を実現するために、時間軸に沿ってサービスを

設計し続けるマネジメントにある。事前・事中・事後の三段階に分け、それぞれの段階のサー

ビスを統合設計する必要がある。
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2.4　学びのプラットフォームとデジタルツイン

価値最大化を図るためには顧客・企業双方のプロセスにおいて相互作用、対話、学習の設

計が重要である（Payne et al., 2008）。企業が顧客価値を高めるうえで、製品やサービスそ

のものの品質だけでなく、顧客がそれを理解し、選択し、使用し、評価するための知識をど

のように提供するかが重要になっている。さらに知識提供によって顧客に情報を伝えるだけ

でなく、顧客が自ら学び、判断し、利用経験を改善する機能を持った知識提供基盤が重要で

ある。

インターネット上のモバイルアプリ、メタバース、デジタルブックなどの知識提供基盤は、

顧客が価値を認識し、活用し、企業と共創するためのサービス基盤である。

モバイルアプリは、製品の使い方、メンテナンス、FAQ、動画チュートリアル、パーソ

ナライズされた通知を統合できるため、顧客の不安や探索コストを低減する。モバイルアプ

リは顧客経験と価値をカスタマー・ジャーニー全体で形成し、競争優位に結びつきうる

（Stocchi et al., 2022）。

現実を仮想空間と重ね合わせるデジタルツインとしてのメタバースは、三次元空間、アバ

ター、仮想展示、シミュレーションを通じて、顧客が知識を体験的に獲得する場を提供する。

メタバース上で顧客が製品を試し、他者と対話し、企業担当者から説明を受けることは、知

識の受動的取得ではなく、参加型の学習経験となり、顧客経験と価値共創を促進する（Buhalis 

et al., 2023）。メタバースは購買前の理解を深めるだけでなく、購買後の満足やコミュニティ

形成にも寄与する。

デジタルブックやデジタルカタログは、体系化された知識を顧客に提供する基盤である。

紙媒体と異なり、検索、動画リンク、更新、注釈、関連情報への遷移が容易であり、顧客の

知識獲得を支援する。デジタルブックは、顧客が製品の背景、使用方法、社会的意義を理解

するための学習資源となる。顧客学習は信頼や購買価値に影響する（Masri et al., 2021）。

モバイルアプリ、メタバース、デジタルブックは、それぞれ単独で機能するだけでなく、

統合されることでより大きな価値を生む。デジタルブックで基礎知識を学び、アプリで日常

的な利用支援を受け、メタバースで疑似体験や相談を行うといった設計により、顧客は購買

前・購買中・購買後を通じて継続的に価値を獲得できる。

ただし、技術的に高度な基盤であっても、顧客が使いにくければ価値は実現されない。し

たがって、企業は顧客の利用文脈を理解し、知識を「届ける」のではなく、顧客が「使える」

形に再構成しなければならない。
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3．インクルーシブ社会デザイン視点の地方創生ビジネスモデル
3.1　文化による価値創造

文化・歴史資源は、どの地域にも存在する地域資源である。しかし存在しているだけでは

経済的・社会的価値を十分に生まない。日本各地には自然、景観、歴史、食、文化、産業な

ど豊かな観光資源が存在するが、それらを観光地域づくりに活用するには、資源の磨き上げ

と体験化が必要である（観光庁 , 2017）。たとえば古い町家は、職人の技術、商人文化、地

域の暮らし、近代化の記憶を説明することで、来訪者にとって意味ある体験となる。地域の

寺社、町並み、伝統行事、食文化、産業遺産、人物史などは、単に「見る」対象ではなく、

地域の意味を学び、参加し、共有するための価値資源である。地域活性化は観光客数の増加

で定義するものではなく、地域固有の文化、歴史、生活様式を持続的な価値へ変換する営み

として再定義される必要がある。

文化・歴史の地域資源は既に知名度があるものは価値化に成功しているが、埋もれている

ものもたくさん、多様にある。それらを価値化し、活躍させることがインクルーシブ社会デ

ザインの目的となる。この価値化を支えるのが、アプリ、メタバース、デジタルブックなど

の知識提供基盤である。

観光においても、旅行者は単なる受け手ではなく、学び、選び、発信し、再訪や推奨を通

じて地域価値の形成に参加する主体である。アプリは、位置情報、周遊ルート、解説、クー

ポン、混雑情報を統合し、現地での行動を支援する。デジタルブックは、地域の歴史や人物、

祭礼、産業の背景を物語として整理し、旅行前後の学習を促す。メタバースは、現地に行く

前に町並みや文化財を仮想体験させ、来訪意欲を高めるだけでなく、身体的制約や距離の制

約をもつ人にも文化資源へのアクセスを開く（Buragohain et al., 2024）。

また顧客価値を最大化するには、観光体験を来訪当日だけで捉えるのではなく、事前、事

中、事後の連続したジャーニーとして設計する必要がある。事前段階では、デジタルブック

やメタバースを通じて地域の物語を提示し、旅行者の関心に応じたテーマ別ルートを提案す

る。歴史好きには城下町や古文書、食に関心のある旅行者には発酵文化や農業史、家族旅行

者には体験学習型のコースを示すことで、来訪前から期待価値を形成できる。事中段階では、

アプリが現地ナビゲーション、音声解説、AR 表示、店舗・工房予約、地域通貨やポイント

機能を提供し、観光客の移動と消費を地域内に分散させる。これにより、単一の有名観光地

への集中を避け、周辺商店、飲食店、文化施設にも経済効果を広げられる。事後段階では、

訪問履歴に応じた追加コンテンツ、オンライン講座、地域産品の EC、次回イベント案内、

寄付やふるさと納税への接続を行う。観光後の関係継続により再訪や口コミ拡散、関係人口

化などの効果を得ることにつながる。

このようなビジネスモデル設計を行うことにより、地域の独自性を価値化し、体験プログ
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ラム、ガイド、工芸品、地域産品などの価値を高めることが考えられる。またデジタル基盤

に蓄積される閲覧履歴、移動履歴、参加履歴、満足度データなどは、地域事業者が需要を把

握し、商品開発やイベント設計を改善する資源となりうる。また地域外から人を呼ぶツール

であると同時に、地域のアイデンティティと学習を生む社会的プラットフォームとなりうる。

もっとも、デジタル化は万能ではない。更新されない情報、使いにくい画面、地域事業者

との連携不足があれば価値は生まれない。したがって、地域活性化に向けた知識提供基盤は、

技術導入ではなく、地域の文化を誰が語り、誰が管理し、得られた収益をどのように保存・

継承へ再投資するかというガバナンスと一体で設計されるべきである。

3.2　芸術による価値創造

地域芸術はしばしば文化イベントや観光誘客のための一時的コンテンツとして扱われてい

るが、地域芸術は単に保存・鑑賞される対象ではなく、地域経済を動かす生産資源として再

定義できる。ここでいう生産資源とは、地域の芸術家、工房、祭礼、工芸技術、現代アート、

物語、制作過程、空間演出などが、製品、観光体験、教育プログラム、デジタルコンテンツ、

コミュニティ形成を生み出す源泉となることを意味する。

地域芸術についても、どの地域にも創作活動はあるが、既に著名になっているものもあれ

ば、日常的に当たり前になっていて特別視されていないもの、廃れてしまったものなどがあ

る。そのような無名な地域芸術であっても価値化することを企図するのがインクルーシブ社

会デザインである。Markusen and Gadwa（2010）は、芸術・文化活動を核に地域の物理的・

社会的性格を形成するクリエイティブ・プレイスメイキングを主張し、地域芸術は地域外か

ら消費者を呼び込むだけでなく、地域内の事業者、住民、行政、教育機関を結び、製品開発

やサービス開発を促す媒介資源となることを示した。伝統工芸や現代アートは土産物にとど

まらず、制作体験、職人との対話、素材の学習、デザイン協働、地域の物語化、住民参加型

プロジェクト、オンライン販売へ展開し、価値の増加を期待できる。

地域芸術を生産資源として活用するためには、顧客がその価値を理解し、体験し、他者に

伝えるための知識提供基盤が必要である。地域芸術の価値も、来訪者が作品や技法の背景を

理解し、自らの経験と結びつけることで高まる。アプリは、地域内の作品、工房、店舗、交

通、イベントを地図情報や推薦機能で接続し、顧客の行動を支援する。デジタルブックは、

作家の思想、制作工程、地域の歴史、素材の意味を体系的に説明し、来訪前の学習や来訪後

の記憶の定着を促す。メタバースは、遠隔地の顧客に仮想空間で展示や制作現場を体験させ、

現地訪問への期待を高めるだけでなく、現地に来られない顧客にも参加機会を提供する。

また知識提供基盤は、顧客接点を事前・事中・事後に分けて設計することで効果を高める。

事前段階では、アプリやデジタルブックを通じて、地域芸術の背景、作家、巡り方、予約可
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能な体験、購入可能な作品を提示し、来訪動機を形成する。ここでは、単なる広告ではなく、

地域芸術を理解するための物語を提供することが重要である。事中段階では、現地でのナビ

ゲーション、AR 解説、職人や作家との対話、制作体験、地域店舗との連携により、顧客が

受動的な鑑賞者から能動的な参加者へ変化する。事後段階では、購入作品の手入れ情報、制

作過程の動画、限定コミュニティ、再訪案内、オンライン講座、クラウドファンディングへ

の参加などを通じて、顧客との関係を継続する。

この仕組みが地域活性化につながるのは、芸術を核とした価値創造が複数の経済・社会的

効果を生むためである。作品鑑賞に加えて、宿泊、飲食、交通、体験、作品購入、関連商品

の購入など観光消費の拡大、地域ブランドの形成、地域住民と外部の訪問者との交流促進が

期待できる。瀬戸内国際芸術祭を事例とする研究では、アートイベントが地域外来訪者との

交流や住民参加を生み、地域社会に影響を与えることが示されている（王 , 2023）。

ただし、地域芸術の活用は、地域住民の参画による価値創造であり、住民不在のイベント

に陥ると、機能しない可能性が高い。そのため、地域の制作者や住民が積極的に参画する仕

組み作りが不可欠である。

3.3　スポーツによる価値創造

スポーツ庁の第 3 期スポーツ基本計画は、誰もが「する」「みる」「ささえる」スポーツの

価値を享受し、多様な立場の人々がともにスポーツを楽しめる環境を通じて共生社会を実現

することを掲げている（スポーツ庁 , 2022）。障害者スポーツ、高齢者向けスポーツ、子ど

もと大人が共に参加するレクリエーション、外国人住民と地域住民が協働するイベントなど

は、地域内の分断を緩和し、互いを理解する場をつくる。インクルーシブ・スポーツは、地

域社会の包摂性を高める公共的基盤である。

地域活性化において重要なのは、地域に存在する資源を住民と来訪者が価値を共創できる

仕組みに転換することである。インクルーシブ・スポーツも同様に、地域が大会やイベント

を「提供」するだけでなく、参加者、家族、ボランティア、商店街、学校、福祉施設、観光

事業者が関わり、それぞれが学び、支え、交流することで価値が生まれる。ただし、スポー

ツは社会的包摂や地域コミュニティ形成に寄与しうる一方で、その効果は参加機会、運営体

制、継続的支援の設計に依存する（Schaillée et al., 2019; Van der Veken et al., 2020）。

インクルーシブ・スポーツを地域活性化に結び付けるためには、参加前から参加後まで顧

客が学び、共感し、継続的に関われる知識提供基盤が必要である。アプリは、イベント情報、

競技ルール、バリアフリー導線、参加者のストーリー、地域店舗の情報を統合し、来訪者の

関心を高める。特に障害のある参加者や高齢者にとって、移動、休憩、介助、用具貸出に関

する情報は参加可否を左右する。メタバースは、現地に来られない人にも仮想観戦、事前体
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験、交流会への参加を可能にする。地域スポーツでも、仮想空間上で競技の意味や地域の物

語を体験できれば、現地訪問への動機付けや継続的関係の形成につながる。デジタルブック

は、競技の歴史、地域のスポーツ文化、参加者の語り、支援者の工夫を編集し、イベントを

一過性の消費から学習可能な地域資産へ転換する。

顧客価値を最大化するためには、事前・事中・事後の接点を連続的に設計する必要がある。

事前段階では、アプリやデジタルブックを通じて、競技のルール、地域の背景、参加方法、

支援の仕方を伝える。これにより、来訪者は単なる観客ではなく、地域コミュニティに参加

する主体として準備できる。事中段階では、会場案内、リアルタイム字幕、音声ガイド、多

言語情報、ボランティアとのマッチング、地域店舗への回遊情報を提供することで、参加経

験の質を高める。事後段階では、写真や動画、参加証、学習コンテンツ、次回イベント案内、

地域産品や寄付・ボランティア機会への導線を提供する。

この仕組みは、社会的効果として、障害者、高齢者、子ども、外国人住民などを支援され

る側として固定せず、選手、運営者、語り手、案内役、応援者として多様な役割を生み出す。

これにより、地域内の相互扶助、社会参加が促進される。また経済的効果として大会や体験

イベントは宿泊、飲食、交通、地域産品購入を生み、知識提供基盤はイベント後もデジタル

コンテンツ販売、オンライン講座、寄付、スポンサーシップへ展開できる。

ただし、課題もある。インクルーシブ・スポーツ自体は包摂を掲げながら実際には会場の

都合やスポーツの人数制限などで一部の人しか参加できない、スポーツならではの限界があ

る。また住民が協力して運営できる運営体制を整える必要がある。

おわりに
本稿では青山学院大学総合研究所一般研究 B ユニット「文化・芸術・スポーツ・学びとイ

ンクルーシブ社会デザインによる地域創生（未来地域創生）」のプロジェクト実施フレームワー

クとして、社会課題としての地域活性化、地方創生について、インクルーシブ社会デザイン

の視点から、地域の文化・芸術・スポーツを地域資源として活用し、顧客ライフサイクルと

デジタル技術をプラットフォームとして活用する仕組み作り、ビジネスモデルを検討した。

本稿では理論的な枠組みを整理したものの、実践には様々な課題があるのも事実である。

研究ユニットにおける実践を通じて、課題の発見や改善提案等を行うのが今後の検討課題で

ある。

※本文中の URL の確認日：2026 年 4 月 5 日
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